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令和４年 第１回 北海道議会定例会 [一般質問] 開催状況
開催年月日 令和４年３月１１日（金）
質 問 者 日本共産党 真下 紀子 議員
答 弁 者 知事、総務部長兼北方領土対策本部長

質 問 要 旨 答 弁 要 旨

十 指定管理者制度について

（一）不正行為への認識について （知事）

ネイパルの指定管理者選定において、道教委の複数の 指定管理者の選定についてでありますが、今回明らか

職員が、特定事業者を支援した事実が発覚し、教育長は となった、道教委の職員による特定の申請者を支援する

悪質な不正行為だと認めましたが、不正の徹底解明が不 といった不適正な事務の執行については、公募に応じた

可欠です。 事業者が、公平・公正な条件のもとに競争することで公

悪質な不正の発覚をどう受けとめたのか、知事及び教 共サービスの質の向上に繋げる指定管理者制度の根幹を

育長に伺います。 揺るがす行為として、誠に遺憾であり、教育庁を含む指

定管理施設を所管する全ての部局において再発防止に取

り組んでいくことが必要と認識をしております。

（三）指定管理者の選定委員について （総務部長兼北方領土対策本部長）
ネイパルの選定委員には、道教委の事業を受託した委 選定委員会の委員についてでありますが、今回、公募

員が選任されています。選定の過程で公正公平透明性を を行った知事部局所管の21施設について、道の倫理規則
確保するための基準をどう持ち、なぜ利害関係者が入っ で定める選定事務の担当者や意思決定に関わる職員と選
ているのか伺います。 定委員との利害関係の有無を調査した結果、該当する委
また、道営住宅の選定も含め知事部局では同様の事例 員が確認されたところでございます。

はないのか、知事にも伺います。 なお、選定委員会の委員については、選定の公正性、
公平性を担保するため、指定手続等に関する条例におい
て、申請者と利害関係を有する場合には、審査手続から
除外する旨の規定を設けており、職員と利害関係を有す
る者の選任については規制しておりません。

（四）天下りの状況について （職員監）
指定管理者が天下り先となっていることが癒着の構造 指定管理者への再就職の状況についてでありますが、

の背景にあるのではないかと指摘をされております。指 過去５年間において、道を退職した課長級以上の職員の
定管理者への天下りの状況を知事及び教育長にお示し願 うち、知事部局が所管する公の施設の指定管理者に再就
います。 職し、現在も在職している者は、１２団体、１６名と承

知しております。

（五）指定管理者の指定の動向及び負担金額の推移につ （総務部長兼北方領土対策本部長）
いて 指定管理者の指定の動向などについてでございます

指定管理者制度を選択してから既に15年が経過しまし が、今定例会に提案中の33施設において、制度導入時か
たが、同一あるいは一部を入れ替えた団体の指定が延々 ら、同一の指定管理者である施設は28施設、指定管理者
と続いています。指定の動向、負担金額の推移について の変更があった施設は５施設となっております。
伺います。 また、制度導入時と今回を、債務負担行為の単年度相

当額で比較した場合、道営住宅では、制度の導入が４地
区増え、導入時の10億５千万円から15億６千万円となり、
約５億１千万円の増となったところであります。
また、道営住宅を除く32施設では、導入時の24億４千

万円から23億４千万円となり、約１億円の減少となった
ところでございます。

（六）指定管理者制度の検証について （総務部長兼北方領土対策本部長）
今定例会に33カ所の指定管理者の指定が提案されてい 制度の運用についてでございますが、道では、指定管

ますが、指定手続の透明性、利用者の向上につながる効 理者に対する実地調査や意見交換等を通じ、管理業務に
率的な運営などの当初の目的がどう達成されているの 係る要望や課題などを踏まえ、これまでも、修繕費の積
か、制度を検証する時期ではありませんか。 算方法や指定期間の延長など、制度の見直しを図ってき
今後の制度を改善するために、担当部局任せではなく、 たところでございます。

公共性に鑑みた客観的かつ総合的な検証を求めますがい また、今般の道教委職員による不適正な事務の発生を
かがでしょうか。 踏まえ、まずは、道教委とともに再発防止策の検討を進

めながら、必要な対策を講じるとともに、こうした取組
を通じ、指定管理施設における利用者サービスの向上は
もとより、効果的・効率的かつ、安定的な運営が図られ、
施設の効用が最大限に発揮されるよう適切な制度の運用
に努めてまいります。


